
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

平成２３年５月２０日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）：「国際移民による国民国家への挑戦」を、市民権とトランスナショナ

リズムの理論視角から再考した。第１に、国際移民レジームは移民規制機能を備える一方、権

利付与機能による国境を超えた公共圏は発達させてはいなかった。第２に、日本のケア移民政

策が移動を厳しく規制しても、社会的再生産などの変動を回避できない可能性が示された。第

３に、東アジア諸国は厳しい移民政策を採用する一方、ディアスポラ政策などに異なる特徴を

示した。 
 
研究成果の概要（英文）：This research reconsiders the "challenge to the nation-state by 
international migration" from a theoretical perspective of citizenship and transnationalism. 
First, whilst international migration regimes acquire migration-regulating function, they 
do not fully hold rights-providing function which leads to development of the public sphere 
beyond national borders. Second, although care immigration policy in Japan controls 
migration of nurses and care workers, it can produce social change in terms of social 
reproduction drastically. Finally, East Asian countries share strict immigration policies but 
present some different characteristics such as diaspora policies. 
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１．研究開始当初の背景 
 
戦後国際人口移動の活発化の結果、先進諸国
へ異なる文化を持ったエスニック・マイノリ
ティが移民として流入し、様々な社会問題が
生じている。それら諸問題は「国民国家」と
いう枠組みがどこまで有効なのかという極
めて切実な問いを提示している。しかし、「国
民国家という枠組みへの懐疑」が具体的にい

かなる問題なのかという点に関しては、意外
なほど明らかではない。 
 1980 年代終わりから、マクロ的志向を持
つ国際移動論・エスニシティ論研究者はこの
「懐疑」を「国際移民による『国民国家への
挑戦』が生じているのかどうか」という問題
に定式化して論争してきた。具体的には、「国
民国家への挑戦」は以下の２つの観点で議論
されている。   
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 第１に、出入国管理に関わる主権への挑戦
（「国家主権への挑戦」）。第２に、単一均質
なメンバーシップとしての市民権への挑戦
（「ナショナル市民権への挑戦」）。 
 この論争にはいまだ決着がついていない。
議論を進展させるためには新たな理論的視
角の導入が望まれる時期にきていた。 
 
２．研究の目的 
 
「国民国家への挑戦」論争を再考するために
注目した観点は、21 世紀に入って特に進展し
てきた「トランスナショナリズムによる社会
空間の変容」である。ここで言う「トランス
ナショナルな社会空間」とは、「２つ以上の
空間にまたがって存在する社会的・象徴的紐
帯、個人的ネットワーク、組織的ネットワー
クの組み合わせ」である。具体的には、投資
や送金など経済的現象、出身国の民主化運動
など政治的現象、出身国での消費活動による
威信の充足など社会・文化的現象として現れ
る。さらに特に注目されるのは、トランスナ
ショナルな社会空間の登場後の、移民のホス
ト社会への編入である。トランスナショナル
なコミュニティの形成は、移民の編入を促進
するのか、それとも長期的には阻害しホスト
社会から隔離させているのか、議論が高まっ
ている。本研究の目的は、トランスナショナ
ルな社会空間が形成され、国民国家という枠
組みが無化または弱体化しているのかどう
かを示すことにある。 
 
３．研究の方法 
 
まず、国内外の文献資料を調査することによ
って市民権変容とトランスナショナリズム
生起のメカニズムに関する理論的考察を行
った。次に、同じく文献資料調査によって市
民権変容とトランスナショナリズム生起の
具体的な現象を把握する作業を行った。特に、
英国ウォーリック大学の所蔵するEthnic and 
Migration Collectionsが極めて役に立った。
加えて、行政側の対応という観点からトラン
スナショナルな社会空間形成を考察するた
め、面接調査をも実施した。 
 
４．研究成果 
 
研究を進めた結果、以下の３つの成果を得る
ことができた。 
 第１に、「トランスナショナルな現象」と
しての国際移民レジームに関してである。国
際移民を包含する公共圏をいかに構築でき
るかという観点を問題とした。まず、J. ハ
ーバーマスの公共圏概念を検討し、国際政治
学などの国際レジーム概念を検討した。そし
て、国際移民レジームの内容を精査した。そ

の結果、国際移民レジームは移民規制機能と
権利付与機能の矛盾する２側面で構成され
ていることがわかった。世界人権宣言を端緒
として発達してきた権利付与機能が公共圏
創出のために大きく寄与する可能性を秘め
ている一方、2009 年 9 月 11 日の同時多発テ
ロ事件など近年の国際テロリズムの影響な
どのため権利付与機能は十分発達しておら
ず、むしろ移民規制機能が国家間協力の下、
肥大化する傾向にあった。そこで権利付与機
能の発達を妨げている要因をいかに乗り越
えることができるかを次の段階で研究して
いった。その結果、以下の４つの要因が取り
出された。第１に、労働市場のグローバル化
の不徹底。第２に、中央集権の欠如。第３に、
組織化原理の欠如。第４に、イシュー連結の
欠如。現実の国家間協力および、国家と各種
アクターとの協働関係を鑑みると、権利付与
機能に関わるイシューを別のイシューと連
結させることが、最も実行可能な方策である
ことが確認された。  
 第２に、「再生産のトランスナショナル化」
に関してである。日本政府は、2008 年インド
ネシアから、2009 年フィリピンから看護師と
介護士の候補者を受け入れ始めた。このケア
移民政策は、「単純労働者」の受け入れであ
り、国境管理のジレンマを国境閉鎖の方向で
解消するというこれまでの日本の方針に反
する。 
 ところが日本は、国境管理ジレンマの閉鎖
的戦略を手放しはしなかった。看護師・介護
士候補者に厳しい条件をつけた。第１に、資
格と経験が限定された。第２に、正式に働く
ためには日本の国家試験に合格することを
求めた。 
 このような閉鎖的戦略への執着で国境管
理ジレンマを解消することは、かなり難しい。
再生産のトランスナショナル化が進み、社会
的再生産に関して国境を超えた依存関係を
形成してしまうからである。 
 第１に、ケア移民の導入は移民政策全体の
見直しへとつながっていく。在留資格付与に
関する「高度人材」か「単純労働」かという
実態を無視したカテゴリー、在留資格「介護」
の新設が議論になるであろう。 
 第２に、ケア移民が「研修」名目で事実上
の「単純労働」に従事する可能性が高い。こ
のことは、「使い捨て労働者」、外国人差別、
女性差別の懸念と共に、ケア移民の導入と使
用に経済的・社会的依存をつくり出していく。 
 第３に、これまでの外国人労働者が製造業
や建設業などに従事する「見えない存在」で
あったのに対して、ケア移民は対人サービス
に従事するため「見える存在」となる。その
結果、日本社会の多文化社会化を大きく進め、
再生産を国境を超えた現象にしていくこと
であろう。 



 以上のように、再生産のトランスナショナ
ル化は国境管理ジレンマの解消を困難にし
つつ、市民権制度を変容させる。その変容は、
経済的生産だけでなく社会再生産をも国境
を超えた現象とする根本的なものとなる。 
 最後に、トランスナショナリズムと市民権
制度の変容をアジア諸国を対象とした比較
研究に拡張する試みを行った。本補助金の範
囲としては、日本、韓国、台湾に絞った。ま
た、比較研究のための理論的視角として、「移
民レジーム」を導入して各国の共通性と異質
性を把握できる工夫をし、また「移民マネジ
メント」概念によって欧米諸国で近年活発に
議論されている a 'triple-win' situation
の創出に着目した。 
 移民レジームに関しては、日本、韓国、台
湾ともにかなり近似した移民政策体系を持
っていることがわかった。基本的には経済需
要に見合うだけの最小限の移民を受け入れ、
市民権的権利の付与を難しくするという排
他的な政策であると言える。しかし一方で日
韓台間で差異も存在した。特に同じエスニシ
ティを共有するディアスポラ移民に関して、
日本がいわゆる日系人政策により積極的に
受け入れを行い非熟練労働の経済需要を満
たそうとしていたのに対して、韓国は北朝鮮
からのディアスポラ移民と、中国・CIS 諸国
からのディアスポラ移民で異なる政策をと
っていた。また台湾はディアスポラを受け入
れる政策を持たなかった。 
 一方、移民マネジメントの観点からは日本
のケア移民政策を取り上げた。経済協力提携 
(EPA) と言われるフィリピン、インドネシア
との二国間協定や、送り出し国におけるケア
移民の養成および選別の制度は、移民マネジ
メントが目指す a 'triple-win' situation
を目指すものにも見える。しかし一方で日本
がケア移民に課す厳しい選別要件は、いまだ
ケア移民政策が移民たちに対する搾取の機
能をも持つことが明らかになった。 
 以上をまとめると、市民権の変容という視
角から見た「国民国家への挑戦」は確かに生
じているものの、国民国家という枠組みはい
まだ現代の主要な政治組織化原理として力
を保持していることがわかった。しかし同時
に、その力の発揮の方向は国民国家自らの基
盤を掘り崩す方向性をも保持している。今後
の研究においては、どのような要因と契機に
よって国民国家という原理が質的に変化す
るかが問われなければならない。 
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